私立高等学校等授業料軽減助成
	改革ＰＴ試案
	１　見直しの考え方

　・他府県と比較し、本府の制度が極めて高水準であることを踏まえ、制度の見直しをはかる。

　・対象生徒割合が50％近くに及んでおり、事業実施の必要性が低いと考えられる所得層については、廃止又は助成額を縮減。

２　見直し内容
　生活保護世帯　　　　　　　　　　35万円　→　据え置き　　　削減額
　年収　～　288万円（非課税）　　25万円　→　18万円　　　　△７万円
　　　　～　430万円　　　　　　　25万円　→　16万円　　　　△９万円
　　　　～　500万円　　　　　　　18万円　→　12万円　　　　△６万円
　　　　～　680万円　　　　　　　12万円　→　 8万円　　　　△４万円
　　　　～　800万円　　　　　　　12万円　→　　廃止　　　　△１２万円
　　　実施時期（Ｈ21年度）

　　　削減額　２７億円（平年度ベース）


	部局の考え方
	○　授業料軽減助成制度については、「自由な高校選択の実現の支援」を目的に現行制度を構築した経緯を踏まえるべき。
○　授業料の公私間格差があり、私学への進学に、この制度が大きく影響すると考えられる比較的所得の低い層（高校生の子を持ち、教育費・扶養費に多大の出費が嵩むと考えられる年齢層であるが、大阪府内勤労者の平均所得を下回る500万円以下の層）へは手厚く配分すべきである。

○　一定所得層以上を「廃止」することについては理解するが、対象層については、説明原理が必要。

（留意すべき点）
○　特に、別途提案されている経常費助成の削減が実行されると、授業料の値上げも懸念され、さらに、比較的所得の低い層には、大きな負担増に繋がる恐れが高い。
○　授業料軽減助成の再構築による育英会の奨学金事業への影響にも、十分な検討を要する。

· 　府内公立中学校を卒業し、府内の高校に進学した生徒（⑲63千人）のうち約８％（5.2千人）は、公立高校を第一志望とし、私立高校に進学。
これらの生徒を全て公立で受け入れた場合、公費支出で約72億円（生徒一人当たり46万円）、府単費だけでも約6.8億円（生徒一人当たり4.3万円）の負担増となる。



私立幼稚園経常費補助金
	改革ＰＴ試案
	１　見直しの考え方

　　公立学校教育の経費節減を踏まえ、経常費に係る私学助成について削減。

２　見直し内容

　　幼稚園に係る経常費助成　　▲１０％

３　実施時期

　　平成２０年度（⑳削減率×８／１２）

４　削減額

　　・平成２０年度　　１１．０４億円

　　・通年　　　　　　１６．５６億円



	部局の考え方
	ＰＴ案の削減は到底受け入れることができず、暫定予算部分も含め、従来どお
りの⑳国標準額による措置を求める。

１　ＰＴ案の削減の理屈について

　・ＰＴ案では、「公立学校の経費節減を踏まえ」とあるが、公立幼稚園教員給与は府費負担ではなく、見直し案には理屈がない。
・特に私立幼稚園は、幼稚園児の７６％を受け入れており、大阪府の幼児教育には必要不可欠な存在。

２　私立幼稚園の経営状況と経費節減の余地

　・収入は、経常費助成と保育料等の納付金が３／４を占めている。残りの１／４についても、支出見合いの収入が多くを占め、その他の収入確保による経営努力は困難。

　・一方、歳出削減については、私立幼稚園教員給与が、公立幼稚園や府職員と比べても低い水準で、現状でも求人状況は極めて厳しい状況。

３　保育料へ転嫁した場合の影響

　・経常費１０％削減により保育料に転嫁された場合、園児一人当たりで見ると、経営が厳しい小規模な園ほど大きくなる（１００人までの園で３万円弱）。

・保育料を年額２４万円、転嫁される平均額が１万６５００円（経常費一人当たり単価の１０％）とすると、値上げ率が７％となり、就園奨励費（年収６８０万円以下の世帯・補助額平均７．７万円）を貰っている世帯の場合、実質負担増は、１０％アップとなる。

（「知事への提言」に寄せられた府民意見）

　　「今でも家計が苦しいのに、私立幼稚園の保育料が上がれば、働きに行かなければならなくなり、幼稚園をやめて保育園に通わせないといけない。子どもと触れ合う時間が減ることが寂しい」、「近くに公立がない、特に３歳児から受け入れてくれるのは私立幼稚園しかない。余裕があるから私立に通わせているのではない」といった意見が多数寄せられている。
４　ＰＴ案における小中学校との削減率の不整合

　・ＰＴ案で、高校▲１０％に対し、小中学校を３０％とした理屈である標準教育費に対する補助率の考え方で幼稚園の助成単価を算出すると現行単価とほぼ同じになり、幼稚園における削減率の理屈はない。



私立高等学校等経常費助成
	改革ＰＴ試案
	１　見直しの考え方

　　公立学校教育の経費削減を踏まえ、経常費に係る私学助成について削減する。

２　見直し内容

　　高校　▲１０％　　小中学校　▲３０％

３　実施時期

　　平成２０年度（⑳削減率×８／１２）

４　削減額

　　・平成２０年度　３３．３９億円

　　・通年　　　　　５０．１０億円


	部局の考え方
	ＰＴ案の削減は到底受入れることができず、暫定予算分も含め、従来どおりの措置（⑳国標準額と標準教育費の1/2の低い方）を求める。

１　本府の経常費の水準と「国標準額」

・現在、生徒一人あたりの「国標準額（国庫補助単価＋交付税単価）」（小学校は府標準教育費）で措置されており、高校は全国的に最低レベルの水準である。

・少子化傾向の中、本助成を重要な財源（平均：帰属収入の約３割）とする各学校法人の経営環境は厳しいといわざるを得ない。

・経常費助成については、「国標準額」を基本に措置されるべき。

２　私立学校の経営状況と経費節減の余地

　・少子化による生徒減少や、府の財政状況から私立高校の経常費助成単価を据置き続けたこともあり、私立学校の経営を取り巻く環境は厳しく、人件費などについても、各校、その状況に応じて、様々な取り組みを進めている。

　・他府県私学とも競争しなければならないため、これまで、授業料の値上げを極力抑えてきているが、これ以上の経常費の削減を行うと、各私学の置かれている経営状況から、多くの高校が授業料に転嫁する懸念が高い。

（参　考）

　府内全私立高校の消費支出比率（消費支出／帰属収入、減価償却除く）：100％

私立高校納付金平均（入学料除く）全国：533,102円　大阪府：532,499円

３　授業料へ転嫁した場合の影響

　・高校経常費10％削減（約29,000円）が授業料に転嫁されると、値上げ率は約5.5％となる。（授業料平均：530,000円の場合）

　・別途提案されている授業料軽減助成の見直しも、ＰＴ案どおりになされた場合、負担額が、非課税世帯（280,000円→379,000円　＋35％）、年収430万円以下（280,000円→399,000円　＋43％）と、大幅な負担増となり、育英会奨学金貸付制度はあるものの、私立高校への進学を躊躇する生徒が出る可能性もある。

４　小中学校の経常費

　・ＰＴ案による大幅な経常費助成の削減がなされると、小中学校の助成水準はダントツの全国最下位となり、これに伴う授業料の大幅な値上げは、長期的には、地域を支える子育て世代の他府県流出を誘引する恐れもあり、地域経営の観点からも望ましくない。




私立学校教職員共済事業補助金、私立学校退職金財団補助金
	改革ＰＴ試案
	１　見直しの考え方

　・補助率を引き下げ（退職金財団：補助率を全国最低水準に見直し）

　・府の財政状況を踏まえ、H20は補助を休止

２　見直し内容

共済事業団：⑳（通年）８/1000　⇒　⑳休止、21以降　４/1000

　　退職金財団：⑲（現行）36/1000

                ⑳（通年）28/1000（全国平均レベル）

　　　　　　　　　　　　　　⇒　⑳休止、21以降　14/1000（全国最低レベル）

３　実施時期　

　･平成20年度から（⑳は休止、21以降は補助率を引き下げ）

４　削減額　平成20年度１９.２億円（共済：6.9億円、退職金財団：12.3億円）

　　　　　　平成21年度　９.６億円（共済：3.5億円、退職金財団：6.1億円）


	部局の考え方
	○　私立学校の教職員とはいえ、公教育の大きな一翼を担っており、その福利厚生や処遇面で、都道府県が何らかの助成を行い、優秀な教職員の確保に努めることが、全都道府県に求められている。

○　見直し案は、１年休止の上、全国最低水準の補助率とするとなっているが、各年度における全国的な水準や団体の財政状況を勘案して、助成水準を決めるべきである。






私立高等学校等教育振興助成費
	改革ＰＴ試案
	国庫補助メニュー分のみ（２０％縮減）

他は廃止

・削減額　　３.1億円（通年ベース）



	部局の考え方
	○　この補助金は、再編統合に合わせて特色魅力づくりを進める府立高校と適度な競争関係を高めるために、私立学校の特色・魅力づくりを促進しようと、事業を充実させたもの。

○　府の財政状況の厳しい中、公私ともに、保護者負担の増加を求め（府立高校：授業料の値上げ、私立高校：授業料軽減助成の見直し）、その一部を、それぞれの特色化の促進に活用したものである。

○　このように、特色化の促進については、大阪の教育全体のために、公私が協調して取り組んできた経過があり、公立の特色ある学科（専門学科、総合学科など）がそのままであり、当然、普通科以上の経費を投入するのにも関わらず、私立の特色化についてのみ、大きく削減されることはバランスを欠くことになる。

○　また、今回の見直し案では、国庫補助対象事業以外は廃止とのことであるが、廃止対象事業の中には、耐震化・アスベスト対策やバリアフリー、障がい児教育の推進、AEDの設置など、「安全・安心」への取り組みに対するものが多く含まれており、公立学校に対する耐震化補助金の拡充が喫緊の課題となるなど、学校の安全性に関心が高まる中、廃止することは適当でない。

　（参考）府内私立小中高等学校の耐震化率　52.3％（全国：63.7％）






私立専修学校等振興助成
	改革ＰＴ試案
	○　削減案　　高等課程：１０％程度、専門課程：２０％程度

○　削減額　　１.７億円（通年ベース）


	部局の考え方
	· 専修学校（専門課程）は、

・大阪で学び、働く若者の増加に寄与

⇒入学生の約５５％が他府県出身。卒業生の約５１％が府内で就職
・高校生に対し多様な進路の選択肢を提供

⇒府内高校新卒生の１５％が進学（短大の8.7％を超える）

・卒業生は大阪の産業界の中核を担う

⇒卒業生のうち７５％は就職。学習関連分野への就職者は９５％
・中高生に対し多様な進路について情報発信（高等課程・専門課程）

⇒大阪府専修学校各種学校連合会を中心に、専修学校のノウハウを活かして、子どもたちの職業スキルを伸ばし、就職につなげる取組みを推進
· 　ＰＴ試案では、専修学校（専門課程）に対する補助金は２０％削減とされているが、本補助金については厳しい財政状況に鑑み、職業教育力の発揮（ニート・フリーター対策や産学協同の取組み）等を配分基準に盛り込む形で見直し（Ｈ１９年度予算比１５％減）、平成２０年度から実施予定となっている。

更に２０％削減となると、二重削減で合計３０％を超える削減率となり、他の学種の削減案と大きくバランスを欠く。

· 　また、専修学校・各種学校については、他学種に比して教員の給与水準が低いうえ（高等課程経常費交付校平均46歳621万円に対し、府立高校48歳829万円）、高等課程については、就学条件の厳しい生徒を多く受け入れ、就職につなげている実績がある。　　　　　　

ＰＴ案の高等課程経常費補助金等の１０％削減により、学齢期の生徒に対する教育のセーフティネットとして果たしている機能が低下する虞がある。

○　従って、本補助金の削減については、再考願いたい。
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